
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 茨城県 茨城町

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【経常収支比率】
（人件費）
前年度より1.3ポイント減少しているが，31.4％と全国平均及び類似団体平均と比べて高い水準にある。これまで特別職の報酬及び職
員給与の削減を実施してきたが，さらに給与体系及び手当等の見直しを進め，人件費の縮減に努める。
（物件費）
全国平均及び類似団体平均を大幅に下回っているのは，過去からの維持管理経費の削減によるものである。行政改革に伴う施設等
の民間委託等に伴う物件費の増加が見込まれていたが，平成21年度については数値の上昇はなかった。今後も内部管理経費の見直し
や事務事業の整理・統廃合等に取組み，更なる経費削減に努める。
（扶助費）
全国平均及び類似団体平均を大幅に下回っているが，自立支援給付費及び民間保育所運営経費の増加により前年度より0.1ポイント
上昇している。
（公債費）
公債費にかかる経常収支比率は類似団体平均を2.1ポイント下回っているが，公債費及び公債費に準ずる費用の人口1人当たりの決
算額は24,849円と類似団体平均を4,265円上回っており，1人当たりの負担は大きなものとなっている。各年度の事業費の平準化を図り，
地方債の発行抑制に努める。
（補助費等）
全国平均及び類似団体平均を下回っており，前年度よりも1.3ポイント減少している。これは一部事務組合負担金の減などによるもので
ある。今後は一部事務組合における施設改修が見込まれているため，各種団体への補助金などについて，交付基準を明確にし不適当
な補助金の見直しや廃止を進める。
（その他）
その他に係る経常収支比率は，全国平均及び類似団体平均を上回っている。この要因は，後期高齢者医療制度に伴う後期高齢者医
療会計への繰出金や下水道会計など公営企業会計への繰出金の増によるものである。今後，公営企業会計については，事業費の抑
制を図るとともに，料金の適正化や財政運営の合理化を図り，適正な繰出しに努める。
【人件費及び人件費に準ずる費用】
上記「（人件費）」と同様。
【公債費及び公債費に準ずる費用】
上記「（公債費）」と同様。
【普通建設事業費】
人口1人当たり決算額が前年度より54.0％の増となった要因は，老朽化した明光中学校校舎の改築工事（H21-H22）を実施したためで
ある。今後，他の小中学校校舎，体育館等についても改築や耐震補強が計画されており，普通建設事業費の増加が見込まれる。今後も
厳しい財政状況が推測されるため，施設改築等については更なる精査による事業費の削減，また他費目での事業費の抑制に努め，普
通建設事業費全体の抑制に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,420,389 69,436 61,270 13.3
賃金（物件費） 40,012 1,148 4,851 ▲ 76.3
一部事務組合負担金（補助費等） 95,010 2,726 7,222 ▲ 62.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 30,546 876 142 516.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 2 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 177,840 5,102 2,943 73.4
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 46,568 1,336 1,257 6.3
▲退職金 ▲ 273,687 ▲ 7,851 ▲ 6,426 22.2
合計 2,536,678 72,772 71,261 2.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.14 6.84 0.30
ラスパイレス指数 96.1 96.5 ▲ 0.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,036,519 29,735 36,685 ▲ 18.9

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 14 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 414,595 11,894 10,622 12.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

40,625 1,165 3,869 ▲ 69.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 1,789 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 10 -

▲特定財源の額 ▲ 32,040 ▲ 919 ▲ 3,792 ▲ 75.8
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 593,512 ▲ 17,027 ▲ 28,613 ▲ 40.5

合計 866,187 24,849 20,584 20.7

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

1,709,763 48,262 17.2 66,347 61.1 ▲ 43.9

うち単独分 1,065,324 30,071 61.6 37,299 100.4 ▲ 38.8

1,110,779 31,480 ▲ 34.8 41,759 ▲ 37.1 2.3

うち単独分 852,044 24,147 ▲ 19.7 25,833 ▲ 30.7 11.0

1,220,339 34,653 10.1 36,358 ▲ 12.9 23.0

うち単独分 676,315 19,205 ▲ 20.5 21,039 ▲ 18.6 ▲ 1.9

1,545,657 44,176 27.5 35,141 ▲ 3.3 30.8

うち単独分 791,229 22,614 17.8 20,483 ▲ 2.6 20.4

2,372,059 68,049 54.0 47,258 34.5 19.5

うち単独分 1,353,332 38,824 71.7 27,842 35.9 35.8

過去５年間平均 1,591,719 45,324 14.8 45,373 8.5 6.3

うち単独分 947,649 26,972 22.2 26,499 16.9 5.3
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